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連結流動性カバレッジ比率に関するお知らせ 

－ 流動性に係る経営の健全性の状況（平成29年度 第4四半期）－ 

 

 

金融商品取引法第57条の17の規定に基づく大和証券グループ本社の流動性に係る経営の健全性の状況

（平成29年度 第4四半期）について下記のとおりお知らせいたします。 

 
 
 
 

          
 

   記 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜お問い合わせ先＞ 

大和証券グループ本社 広報部 鈴木・青山・大橋・桑原・上岡（Tel．03-5555-1165） 
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連結流動性カバレッジ比率に関する定量的開示事項 

（単位 : 百万円、％、件）

当最終指定親会社四半期 前最終指定親会社四半期

 適格流動資産　　（１）

 1  適格流動資産の合計額 2,687,674 2,532,823

 資金流出額　　（２）
　資金流出率
　を乗じる前
　の額

　資金流出率
　を乗じた後
　の額

　資金流出率
　を乗じる前
　の額

　資金流出率
　を乗じた後
　の額

 2 1,808,090 180,809 1,740,436 174,043

 3  うち、安定預金の額 ‐ ‐ ‐ ‐

 4  うち、準安定預金の額 1,808,090 180,809 1,740,436 174,043

 5 2,455,439 1,437,045 2,316,960 1,299,461

 6  うち、適格オペレーショナル預金の額 ‐ ‐ ‐ ‐

 7
 うち、適格オペレーショナル預金及び負債性有価証券
 以外のホールセール無担保資金調達に係る資金の額

2,380,519 1,362,125 2,259,509 1,242,009

 8  うち、負債性有価証券の額 74,919 74,919 57,451 57,451

 9  有担保資金調達等に係る資金流出額 6,438,264 419,051 6,664,430 414,602

 10 228,464 228,464 223,100 223,100

 11  うち、デリバティブ取引等に係る資金流出額 217,954 217,954 212,854 212,854

 12  うち、資金調達プログラムに係る資金流出額 ‐ ‐ ‐ ‐

 13  うち、与信・流動性ファシリティに係る資金流出額 10,510 10,510 10,246 10,246

 14 3,848,840 1,328,920 3,732,993 1,295,677

 15 150,725 150,307 146,440 145,826

 16 3,744,602 3,552,712

 資金流入額　　（３）
　資金流入率
　を乗じる前
　の額

　資金流入率
　を乗じた後
　の額

　資金流入率
　を乗じる前
　の額

　資金流入率
　を乗じた後
　の額

 17 6,037,256 170,172 5,586,882 156,558

 18 408,081 406,668 429,979 428,649

 19 3,587,632 1,334,882 3,490,344 1,267,433

 20 1,911,723 1,852,641

 連結流動性カバレッジ比率　　（４）

 21 2,687,674 2,532,823

 22 1,832,879 1,700,070

 23 146.6％ 148.9％

 24 59 62

 資金提供義務等に基づく資金流出額

 偶発事象に係る資金流出額

 資金流出合計額

 有担保資金運用等に係る資金流入額

 貸付金等の回収に係る資金流入額

 その他資金流入額

 項目

 リテール無担保資金調達に係る資金流出額

 ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額

 算入可能適格流動資産の合計額

 純資金流出額

 連結流動性カバレッジ比率

 平均値計算用データ数

 デリバティブ取引等、資金調達プログラム及び与信・流動性
 ファシリティに係る資金流出額

 資金流入合計額

 

(単位　百万円、％)

国際様式の
該当番号

平成30年
3月末

平成29年
12月末

平成29年
9月末

平成29年
6月末

平成29年
3月末

連結流動性カバレッジ比率

15
参入可能適格流動性資産
の合計額

2,687,674 2,532,823 2,627,529 2,499,543 2,365,828

16 純資金流出額 1,832,879 1,700,070 1,808,991 1,714,293 1,627,730

17 連結流動性カバレッジ比率 146.6％ 148.9％ 145.2％ 145.8％ 145.3％
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連結流動性カバレッジ比率に関する定性的開示事項 

 

1. 時系列における連結流動性カバレッジ比率の変動に関する事項 

当最終指定親会社四半期の適格流動資産の合計額は前最終指定親会社四半期比1,548億51百万円増の

2兆6,876億74百万円となりました。ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額が同1,375億84百

万円増の1兆4,370億45百万円、資金提供義務等に基づく資金流出額が同332億43百万円増の1兆3,289

億20百万円、その他資金流入額が同674億49百万円増の1兆3,348億82百万円となり、純資金流出額

は同1,328億09百万円増の1兆8,328億79百万円となりました。 

その結果、連結流動性カバレッジ比率は同2.3ポイント減の146.6％となり、平成27年度第１四半期

以降、概ね安定的に推移しております。 
 

2. 連結流動性カバレッジ比率の水準の評価に関する事項 

当社グループでは、「規制流動性管理規程」を定め、法令上の最低水準を上回る水準を確保するだけで

なく、社内の警戒水準を設定して十分な水準が確保されているかを定期的に評価しております。 

当社グループの連結流動性カバレッジ比率は、法令上の最低水準を十分に上回っております。 
 

3. 算入可能適格流動資産の合計額の内容に関する事項 

内容に関する著しい変動はありません。 
 

4. その他連結流動性カバレッジ比率に関する事項 

当最終指定親会社四半期から主要な指標につき過去５四半期の推移を開示しております。 

 

 

 

連結流動性リスク管理に係る開示事項 

 

1. 流動性に係るリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項 

当社グループは、ビジネスを継続する上で十分な流動性を効率的かつ安定的に確保することを資金調達

の基本方針としております。資金部は当社グループの資金繰りを所管する部署として、環境が大きく変動

した場合においても業務の継続に支障をきたすことのないよう、平時から安定的に資金を確保するよう努

めています。 

リスクマネジメント部は、流動性リスクを所管する部署として、短期及び長期の流動性管理指標を用い

て、流動性リスクの状況をモニタリングし、日次で経営陣に報告しています。当該指標は、取締役会にお

いて、リスクアペタイト指標として設定し、定期的にその遵守状況を確認しております。 

また、当社グループは、流動性リスクの状況を的確に把握し、適切な流動性リスク管理体制の整備・確

立に努めておりますが、流動性リスクが顕在化した際に適切に対応できるよう、コンティンジェンシー・

ファンディング・プランを策定しております。 
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2. 流動性に係るリスク管理上の指標及びその他流動性に係るリスク管理に関する事項 

（1）リスクアペタイト指標 

短期指標としての流動性ギャップと長期指標としての長期性資金レシオを流動性に係るリスクア

ペタイト指標として設定し、管理・モニタリングを行っております。 

なお、短期指標の見直しに伴い、平成30年度より連結流動性カバレッジ比率に変更しております。 

 

流動性ギャップ 

 当社グループに適用される規制上の連結流動性カバレッジ比率を遵守するため、流動性ギャップ

を設定しております。流動性ギャップは、ストレス時においても最低９０日以上業務を継続できる

よう、資金化可能な流動性資産の十分性を確認するための指標です。連結流動性カバレッジ比率よ

りも業務を継続するための期間を長く設定することで、より安定的な流動性リスク管理体制を目指

しています。また、全通貨合算では 1 年、外貨全体では期間を３０日として流動性確保状況をモニ

タリングしております。 

 

長期性資金レシオ 

 長期性資金の十分性を検証するための指標として長期性資金レシオを設定・管理・モニタリング

し、１年以上の長期間に亘りストレス環境が継続した場合においても業務を継続するための態勢を

確認しております。 

 

（2）コンティンジェンシー・ファンディング・プラン 

当社グループは、流動性リスクが顕在化した場合には金融機関の経営破綻に直結するおそれがある

ことを認識しており、流動性危機時に適切に対応するため、コンティンジェンシー・ファンディング・

プランを策定しております。同プランは、信用力の低下等の内生的要因や金融市場の混乱等の外生的

要因によるストレスの逼迫度に応じた報告体制や資金調達手段の確保などの方針を定めております。

また、早期警戒指標（EWI）を設けて、当社グループの流動性に関する状況をモニタリングしており

ます。これにより当社グループは機動的に流動性を確保する態勢を整備しております。 

 
 

以 上 
 


